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当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について 
 

 当社は、平成１９年３月２７日開催の第５８期事業年度に係る当社定時株主総会におい

て、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）を導入し、平成２０年３月２

６日開催の第５９期事業年度に係る当社定時株主総会（以下「前定時株主総会」といいま

す。）において、その内容を一部修正したうえで、更新しております（以下、更新後のプラ

ンを「旧プラン」といいます。）。この旧プランの有効期間は、平成２３年３月２５日開催

予定の第６２期事業年度に係る当社定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）

の終結の時までとなっています。 

そこで当社は、平成２３年２月２３日開催の当社取締役会において、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配するものの在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）を改

めて決議するとともに、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、本定時株主総会における

株主の皆様のご承認を条件に、旧プランにつき所要の修正を行い（以下、修正された買収

防衛策を「本プラン」といいます。）更新することを決定いたしましたので、以下のとおり、

お知らせいたします。本更新に伴う旧プランからの主な変更点は、特別委員会検討期間の

延長期間に上限を設けたこと、株券電子化への対応に伴う修正その他所要の修正でありま

す。 

なお、本プランの具体的内容を決定した当社取締役会には、社外監査役２名を含む当社

監査役４名が出席し、その全員が本プランへの更新に賛成しております。 

 また、現時点において、当社が特定の第三者から大量取得行為を行う旨の通告や提案を

受けている事実はありません。平成２２年１２月３１日現在における当社の大株主の状況

は、別紙３「大株主の状況」のとおりです。 
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Ⅰ 基本方針の内容 
 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉

を理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を可能とする者であ

る必要があると考えております。また、上場会社である当社の株式は、株主又は投資

家の皆様に自由に取引されるものであり、当社経営の支配権の移転を伴うような買収

提案等に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づくべきものと考

えており、当社株式について大量買付がなされる場合、これが、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資するものである限りにおいて、これを否定するものではあり

ません。 
しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大量買付の中には、その目

的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、

株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が

株式の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提

案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件

よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象

会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 
そもそも、当社及び当社グループが、お客様に対して安全・安心な“食”と“ホス

ピタリティ”を提供し、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させていく

ためには、①当社グループの総合力をもって、お客様のニーズに最適な形で提供して

いくこと、②お客様、お取引先様、拠点のオーナー様、その他のステークホルダーの

皆様との信頼関係を維持すること、③ホスピタリティ精神の普遍性を一層浸透させて

いくこと、④熟成された企業文化を基盤に、業界をリードする取組みにチャレンジし

ていくこと、⑤当社グループの各事業を支えている従業員の高い倫理観とモチベーシ

ョンを最大限に生かすことが必要不可欠であり、これらが当社の株式の大量買付を行

う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社及び当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになると考えております。 

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量

買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、

このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 
 
Ⅱ 基本方針の実現に資する特別な取組み 
 
１．当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて 
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（１） 当社の企業理念、事業及び経営体制 
 

当社は、昭和２６年に創業以来、一貫して「“食”を通じて国民生活の向上に寄与

すること」を基本理念に掲げ、お客様の食生活への貢献を企業目的としてまいりまし

た。今後におきましては、ホテル事業の伸張を受け「“食”＆“ホスピタリティ”を

通じて国民生活の向上に寄与すること」を基本理念として、外食事業、コントラクト

事業、機内食事業、ホテル事業毎にコア戦略を明確にし、長期的かつ安定的な企業価

値の向上を図ることを企業目的として取り組んでまいります。 
また、外食市場の環境変化に機動的に対応し、お客様一人一人の満足度を向上させ

るため、平成１７年に持株会社制に移行するとともに、地域単位での事業執行を行う

分社体制に移行いたしました。この結果、当社グループは、経営管理を主たる責任範

囲とする当社と、各事業分野の事業執行について一切の責任と権限を有する事業会社

とで構成される体制を敷き、①保有業態のブランド、②拠点展開の特性の両面から当

社グループのブランドを向上させております。この体制の下、既存事業のブラッシュ

アップを進めるとともに、成長戦略の一環として位置付けてきたＭ＆A については、

今後成長性の見込める事業に限定し引き続き検討することで、多様な業態、拠点のグ

ループへの取り込みを推進し、当社グループの事業基盤の拡充と収益力の強化を図る

ことを目標としております。 
当社は、これらの諸施策を強力に推進するとともに、平成１９年度から、当社の取

締役の任期を２年から１年に短縮するなど、経営監視の強化に努め、実効性のあるコ

ーポレートガバナンス体制の構築を図っております。 
こうした取組みのもと、当社グループは、更なる効率的かつ透明性の高い企業経営

を実現し、企業価値の向上に努めてまいります。 
 
（２） 当社の企業価値の源泉について 
 

当社グループの企業価値の源泉は、①お客様のニーズに最適な形で安全・安心な

“食”を提供しうるグループの総合力、②お客様、お取引先様、拠点のオーナー様、

その他のステークホルダーの皆様と長年にわたり培ってきた信頼関係、③グループ内

で浸透を図ってきたホスピタリティ精神の普遍性、④熟成された企業文化、⑤従業員

の高い倫理観とモチベーション、にあります。 
当社グループは、①ロイヤルホストを中心とした多様な外食業態、②空港ビル・高

速道路サービスエリア・大規模展示場・百貨店といった立地特性、③外食、給食、機

内食といったサービス形態、の３つを軸に据え、これらを密接に絡み合わせた事業展

開を行っていくことによって、お客様の多様なニーズに応えつつ、常に安全・安心な

“食”を提供してまいりました。特に昨今のお客様の“食”の安全・安心に対する関
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心が高まる中、グループの総合力を駆使して、“食”の安全・安心に取り組んでおり

ます。 
こうした当社グループの総合力を支えてきた背景としては、当社グループに信頼を

寄せていただいている、お客様、お取引先様、拠点のオーナー様などと長年にわたり

培ってきた相互信頼関係に存するものと考えております。当社グループは、これまで

常に安全・安心な“食”を提供するとともに、空港や高速道路等の公共施設において

安定したオペレーション力を発揮してまいりました。こうしたひとつひとつの取組み

が現在の良好な信頼関係に繋がっているものと考えております。“食”に対するニー

ズが多様化し、安全・安心を求める社会的要請がかつてないほど高まる中、当社グル

ープは、お客様のみならず、お取引先様、拠点のオーナー様、その他のステークホル

ダーの皆様にとって、必要不可欠な“食”関連事業を展開し、信頼関係をさらに強固

なものとしていくことで、当社グループのブランドを向上させてまいる所存でござい

ます。 
また、当社グループは、その経営基本理念にある「サービス・販売はお客様の心を

楽しませ、社会を明るくするものでなければならない」を実現するために、創業以来

一貫して、ホスピタリティ精神の普遍性に適うビジネスモデルを築き上げていくべき

であると考えております。近年、当社グループの中において成長性が高いホテル事業

は、このホスピタリティ精神の普遍性がひとつのビジネスモデルとして転化した好例

と考えております。ホテル事業においては、常にお客様の満足度を向上するべく進化

を続けており、その進化は外部の高い評価にも裏付けられております。当社グループ

は今後も、多様な業態、地域特性、サービス形態に応じた分権型経営をさらに推進す

ることで、各事業領域において、ホスピタリティ精神を具現化し、最高のサービスレ

ベルへの向上を図ってまいります。 
このように、当社グループが質の高い“食”と“ホスピタリティ”に強いこだわり

を持ち続けているのは、飲食事業の展開に長い歴史とノウハウを有するに至った熟成

された企業文化にあると自負しております。当社グループでは、業界をリードする形

で、メニューの原産地表示、食育、高齢者向けの共食活動といった取組みを進めてお

りますが、これらの取組みはいずれも企業の永続的成長の基礎となるもので、長い年

月にわたり培われた企業文化があるからこそ、なしうる取組みと考えております。

“食”に対する強いこだわりがあるからこそ、常に、お客様に満足していただき、か

つその時々の社会的要請にも的確にお応えできる“食”の提供が実現できております。

昨今、当社グループが積極的に推進している M&A につきましても、当社グループの

有する企業文化をパートナー企業の方が共感していただいた結果、成立したケースも

多く、この長年にわたり培われた企業文化は大きなシナジーを生み出す源泉となって

おります。 
当社グループでは、これら様々な事業が持続的な発展を遂げているのは従業員の高
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い倫理観とモチベーションに支えられているものと考えております。また、大きな社

会的問題となった食品業界における食品偽装問題等の根源は従業員の倫理感とモチ

ベーションにも大きく関係するものと考えております。当社は当社グループの従業員

とともに「ロイヤル」というコーポレートブランドの価値をさらに高めるとともに、

安全・安心な“食”と“ホスピタリティ”を提供するだけでなく、環境対策、地域貢

献といった企業としての社会的責任を全うすることで、永続的な成長を図ってまいり

たいと考えております。 
 

（３） 企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上に向けた施策 
 

 当社グループは、１０年後の２０２０年において「日本で一番質の高い“食”＆“ホ

スピタリティ”グループ」に成長することを目標に掲げております。今後１０年間に

おいては、景気の低迷、個人消費の不振が相当程度長期化し外食マーケットの拡大は

期待できない一方で、デフレを背景とした低価格化は進行することが想定されます。

このような経営環境の中、当社グループが生き残りを図り、永続的な成長を確保する

ため、中期的に以下の３点を主たる重点施策としております。 

① 徹底的にこだわった商品・サービスの提供 

 現場力と商品開発力の強化を通じて、当社グループが提供する商品・サービスを

お客様の視点で見直してまいります。現場力の強化という観点では、人材への積極

的な投資とグループ内での流動化を図り、優れた人材を育成することで顧客満足度

の高い現場の再構築を図ります。また商品開発力という観点では、マーケティング

機能の高度化を図り、継続的にお客様の声をモニタリングし、商品開発や業態開発

に反映する体制を構築いたします。 

② 増収増益を実現する新たなビジネスモデルの創造 

 より効率性の高いグループ体制を構築するために、当社グループでは平成２３年

１月１日付で各事業領域に合わせた子会社の体制見直しを行っております。今後は、

各事業領域における戦略の一本化を図り、成長性の見込める事業、業態への集中的

な投資を行い、増収増益に向けた新たなビジネスモデルの創造を図ってまいります。 

③ グループ総合力の更なる強化 

 当社グループでは、当社がグループ全体のＩＴインフラ機能を、子会社であるロ

イヤル㈱がグループ全体の外食インフラ機能（食品製造・購買・物流）を担う体制

となっております。今後は、Ｍ＆Ａ等により子会社化した事業会社を中心にＩＴシ

ステムのグループ内統一と製造から購買・物流までの一元化を実現し、グループ総

合力を更に高めてまいります。また、持株会社とバックオフィス機能会社（人事・
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経理業務）の最適機能化を図ることで、グループ全体の収益性向上に努めてまいり

ます。 

当社グループは、これらの諸施策を着実に実行することで、企業価値ひいては株主

共同の利益の確保・向上に努めてまいります。 
 

２．企業価値ひいては株主共同の利益の向上の基盤となる仕組み－コーポレートガバ

ナンスの強化について 
 

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の基盤として、従来よりコ

ーポレートガバナンスの強化を図っております。当社においては、平成１０年に執行

役員制度を導入し、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、業務執行のスピード化

を図るとともに、取締役会における監督機能の強化に努めてまいりました。また、経

営の客観性、公正性を高めるため、社外取締役１名、社外監査役２名をそれぞれ選任

しております。また、事業年度毎の経営責任をより明確にするとともに、経営環境の

変化に迅速に対応した経営体制を構築することができるよう、取締役の任期を２年か

ら１年に短縮しております。当社は引き続き、コーポレートガバナンスの強化に注力

し、効率的かつ透明性の高い企業経営を実現することで企業価値ひいては株主共同の

利益の向上に努めてまいります。 
 

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み 
 

１．本プランへの更新の目的 
 

本プランは、上記Ⅰに記載した基本方針に沿って、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保し、向上させる目的をもって、前定時株主総会において更新された旧プラ

ンを、所要の修正を加えた上で更新するものです。 

当社取締役会は、当社株式に対する大量買付が行われた際に、当該大量買付に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案

するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可

能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止

するための枠組みが必要不可欠であると判断しております。 

以上の理由により、当社取締役会は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の

財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一環として、本

定時株主総会で株主の皆様のご承認をいただけることを条件として、本プランへ更新す
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ることを決定いたしました。 
 

２．本プランの内容 
 

（１） 本プランの概要 

 

（a） 本プランの発動に係る手続の設定 
本プランは、当社の株券等に対する買付もしくはこれに類似する行為又はその

提案（以下「買付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行う者（以下｢買

付者等｣といいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当

該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、株主の皆様に

当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくた

めの手続を定めています（下記（２）「本プランの発動に係る手続」ご参照）。 

 

（b） 新株予約権無償割当ての利用 
買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益が害されるおそれがあると認められる

場合（その要件の詳細については下記（３）「本新株予約権の無償割当ての要件」

ご参照）には、当社は、買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及

び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の

取得条項が付された新株予約権（その主な内容は下記（４）「本新株予約権の無

償割当ての概要」にて後述するものとし、以下「本新株予約権」といいます。）

を、その時点の全ての株主の皆様に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法

第２７７条以降に規定されます。）により割り当てます。 

 

（c） 取締役の恣意的判断を排するための特別委員会の利用 
本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の

判断について、当社取締役会の恣意的判断を排するため、特別委員会規則（その

概要については別紙１ご参照）に従い、当社経営陣から独立した社外者のみから

構成される特別委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行

うことにより透明性を確保することとしています。 

なお、本プランへ更新することが本定時株主総会において承認された後におい

て予定される特別委員会の委員の氏名及び略歴は別紙２のとおりです。（更新後

の特別委員会の委員の選任基準、決議要件及び決議事項については別紙１ご参

照）。 
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（d） 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得 
本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の

皆様により本新株予約権が行使された場合、又は当社による本新株予約権の取得

と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株式が交付された場合、当

該買付者等の有する当社株式の議決権割合は約５０%まで希釈化される可能性

があります。 

 
（２） 本プランの発動に係る手続 

 

（a） 対象となる買付等 
本プランは、以下の①又は②に該当する買付等がなされる場合を適用対象とし

ます。 
① 当社が発行者である株券等1について、保有者2の株券等保有割合3が２０%

以上となる買付等 
② 当社が発行者である株券等4について、公開買付5に係る株券等の株券等所有

割合6及びその特別関係者7の株券等所有割合の合計が２０%以上となる公

開買付 

 
（b） 買付者等に対する情報提供の要求 

上記(a)に定める買付等を行う買付者等には、当社取締役会が友好的な買付等で

あると認めた場合を除き、当該買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、

下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）、及び当該買付者等

が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した

書面（以下「買付説明書」といいます。）を当社の定める書式により提出してい

ただきます。 

当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを特別委員会に提

供するものとします。 

特別委員会は、買付者等から提出された情報が本必要情報として不十分である

と合理的に判断した場合には、直接又は当社取締役会を通じて、買付者等に対し、

                                                  
1 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該

当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義されます。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義されます。②において同じとします。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6 項に定義されます。本書において同じとします。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義されます。本書において同じとします。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みま

す。）。但し、同項第 1 号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関す

る内閣府令第 3 条第 2 項で定める者を除きます。本書において同じとします。 
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適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を提出するよう求めることがあります。

この場合、買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提供し

ていただきます。 
 

記 

 

① 買付者等及びそのグループ（共同保有者8、特別関係者及び（ファンドの場

合は）各組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構

成、財務内容等を含みます。） 

② 買付等の目的、方法及び内容（買付等の価額・種類、買付等の時期、関連す

る取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等及び関連する取引の実現可

能性等を含みます。） 

③ 買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた

数値情報、買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジー

の内容、及びそのうち他の株主に対して分配されるシナジーの内容等を含み

ます。） 

④ 買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体

的名称、調達方法、関連する取引の内容等を含みます。） 

⑤ 買付等の後の当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配

当政策等 

⑥ 買付等の後における当社及び当社グループの従業員、取引先、顧客その他の

当社に係る利害関係者に対する対応方針 

⑦ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

⑧ その他特別委員会等が合理的に必要と判断する情報 

 

なお、特別委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買

付等を開始したものと認められる場合には、引き続き買付説明書及び本必要情報

の提出を求めて買付者等と協議・交渉等を行うべき特段の事情がある場合を除き、

原則として、下記(d)①記載のとおり、当社取締役会に対して、本新株予約権の無

償割当てを実施することを勧告します。 
 

（c） 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 
① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

                                                  
8 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に規定される共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者と

みなされる者を含みます（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じ

とします。 
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特別委員会は、買付者等から買付説明書及び本必要情報が提出された場合、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から買付説

明書及び本必要情報の内容と当社取締役会の事業計画、当社取締役会による

企業評価等との比較検討等を行うために当社取締役会に対しても、適宜回答

期限（原則として６０日を上限とします。）を定めた上、買付者等の買付等

の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。以下同じとし

ます。）、その根拠資料、代替案（もしあれば）その他特別委員会が適宜必要

と認める情報等を提示するよう要求することができます。 

② 特別委員会による検討作業 

特別委員会は、買付者等から本必要情報（特別委員会が買付者等に対し追

加的に情報の提出を求めたときは当該情報）をすべて受領した日、又は、（当

社取締役会に対して上記のとおり情報等の提示を要求した場合には）当社取

締役会から要求した情報等をすべて受領した日のいずれか遅い日から原則

として６０日間が経過するまで（但し、下記(d)③に記載する場合などには、

特別委員会は当該期間を延長することができるものとします。）（以下「特別

委員会検討期間」といいます。）に、買付者等の買付等の内容の検討、買付

者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討、及び当社取

締役会の提供する代替案の検討等を行います。また、特別委員会は、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から当該買付等の

内容を改善させるために必要であれば、直接又は当社取締役会を通じて、当

該買付者等と協議・交渉等を行い、又は当社取締役会等による代替案の株主

等に対する提示等を行うものとします。 

特別委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよ

うになされることを確保するために、特別委員会は、当社の費用で、独立し

た第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサ

ルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとし

ます。 
買付者等は、特別委員会が、直接又は当社取締役会を通じて、検討資料そ

の他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応じなけ

ればならないものとします。 
③ 情報開示 

当社は、買付者等が現れた事実、買付者等から買付説明書が提出された事

実、特別委員会検討期間が開始した事実、当社取締役会が特別委員会に代替

案を提示した事実については速やかに、また、本必要情報その他の情報のう

ち特別委員会が適切と判断する事項については、特別委員会が適切と判断す

る時点で情報開示を行います。 
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（d） 特別委員会による勧告等の手続 
特別委員会は、買付者等が現れた場合において、以下の手続に従い、当社取締

役会に対する勧告等を行うものとします。なお、特別委員会が当社取締役会に対

して下記①から③に定める勧告その他の決議をした場合その他特別委員会が適

切と考える場合には、特別委員会は、当該勧告等の概要その他特別委員会が適切

と判断する事項（特別委員会検討期間を延期する場合にはその期間及び理由を含

みます。）について、決議後速やかに当社取締役会を通じて情報開示を行います。 
① 特別委員会が新株予約権の無償割当ての実施を勧告する場合  

特別委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場

合、その他買付者等の買付等の内容の検討の結果、買付者等による買付等が

下記（３）「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに

該当し、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した

場合には、特別委員会検討期間の開始又は終了の有無を問わず、当社取締役

会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。 

但し、特別委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした

後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、行使期間開始

日（下記（４）「本新株予約権の無償割当ての概要」(f)において定義されま

す。）までの間、（無償割当ての効力発生時までは）本新株予約権の無償割当

ての中止、又は（無償割当ての効力発生後は）本新株予約権を無償にて取得

する旨の新たな勧告を行うことができるものとします。 

(ｲ) 当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しな

くなった場合 

(ﾛ) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等に

よる買付等が下記（３）「本新株予約権の無償割当ての要件」に定め

る要件のいずれにも該当しないか、又は該当しても本新株予約権の無

償割当てを実施することもしくは行使を認めることが相当でない場

合 

なお、特別委員会は、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当

と判断する場合でも、新株予約権の無償割当ての実施について株主総会の

決議を得ることが相当であると判断するときは、当社取締役会に対して、

株主総会の招集、新株予約権無償割当てに関する議案の付議を勧告するも

のとします。 

② 特別委員会が新株予約権の無償割当ての不実施を勧告する場合 

 特別委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉

等の結果、買付者等による買付等が下記（３）「本新株予約権の無償割当て
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の要件」に定める要件のいずれにも該当しない又は該当しても本新株予約権

の無償割当てを実施することが相当でないと判断した場合には、特別委員会

検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無

償割当てを実施しないことを勧告します。 

但し、特別委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての不実施を勧告した

後も、当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、下記（３）

「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件を充足することとなった

場合には、本新株予約権の無償割当ての勧告を含む新たな判断を行い、これ

を当社取締役会に勧告することができるものとします。 

③ 特別委員会検討期間の延長を行う場合 

   特別委員会が、特別委員会検討期間満了時までに、本新株予約権の無償割

当ての実施又は不実施の勧告を行うに至らない場合には、特別委員会は、当

該買付者等の買付等の内容の検討・当該買付者等との交渉・代替案の検討等

に必要とされる合理的な範囲内（但し、原則として３０日間を上限とするも

のとします。）で、特別委員会検討期間を延長する旨の決議を行います。 

上記決議により特別委員会検討期間が延長された場合、特別委員会は、引

き続き、情報収集、検討等を行うものとし、延長期間内に本新株予約権の無

償割当ての実施又は不実施の勧告を行うよう最大限努めるものとします。 

 

（e） 取締役会の決議、株主総会の開催 
当社取締役会は、特別委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償

割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行

うものとします。 

なお、当社取締役会は、特別委員会から新株予約権無償割当ての決議に係る株

主総会の招集を勧告された場合には、実務上可能な限り最短の期間で株主総会を

開催できるように、速やかに株主総会を招集し、本件新株予約権の無償割当ての

実施に関する議案を付議するものとします。当社取締役会は、株主総会において

新株予約権無償割当てに係る決議がなされた場合には、株主総会における決定に

従い、本新株予約権の無償割当てに必要な手続きを遂行します。当社取締役会が

本プランの不発動の決議を行うまで、又は株主総会を開催する場合においては株

主総会の決議が行われるまでは、買付者等は、買付等を行ってはならないものと

します。 

なお、当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実施に関

する決議を行った場合、株主総会を招集する旨の決議を行った場合、又は株主総

会が行われた場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、速やかに情報開示を行います。 
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（３） 本新株予約権の無償割当ての要件 

 

当社は、買付者等による行為等が下記のいずれかに該当し本新株予約権の無償割当

てを実施することが相当と認められる場合、上記（２）「本プランの発動に係る手続」

(e)に記載される当社取締役会又は株主総会の決議により、本新株予約権の無償割当て

を実施することを予定しております。なお、上記（２）「本プランの発動に係る手続」

(d)のとおり、下記の要件に該当し本新株予約権の無償割当てを実施することが相当か

否かについては、必ず特別委員会の判断を経て決定されることになります。 

 

記 

 

（a） 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 
 
（b） 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 
① 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求す

る行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当

社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資とし

て流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産

等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的

高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

 

（c） 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の

買付条件を株主にとって不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の

株式買付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれの

ある買付等である場合 
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（d） 買付等の条件（買付等の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買

付等及び関連する取引の実現可能性、買付等の後の経営方針・事業計画、及び買

付等の後における当社の他の株主、従業員、取引先その他の当社に係る利害関係

者に対する対応方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十分又は不適当

な買付等である場合 
 

（e） 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、取引先等との関係又

は当社の企業文化を破壊することなどにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に反する重大な虞をもたらす買付等である場合 
 

（４） 本新株予約権の無償割当ての概要 

 

本プランに基づく本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。 

 

（a） 本新株予約権の数 
本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議又は株主総会決議（以下「新

株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割

当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点に

おいて当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数とします。 
 

（b） 割当対象株主 
割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、

その有する当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を割り

当てます。 

 

（c） 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 
新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 

 

（d） 本新株予約権の目的である株式の数 
本新株予約権１個の目的である株式9の数（以下「対象株式数」といいます。）

は、別途調整がない限り１株とします。 
 

                                                  
9 将来、当社が種類株式発行会社（会社法第 2 条第 13 号）となった場合においても、①本新株予約権の行

使により発行される当社株式及び②本新株予約権の取得と引換えに交付する株式は、いずれも当社が本定

時株主総会開催時において、現に発行している株式（普通株式）と同一の種類の株式を指すものとします。 
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（e） 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使

に際して出資される財産の株式１株当たりの価額は、１円を下限として当社株式

の１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で新株予約権無償割

当て決議において別途定める価額とします。 

 

（f） 本新株予約権の行使期間 
新株予約権無償割当て決議において別途定めた日を初日（以下、かかる行使期

間の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間まで

の範囲で新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。但し、下

記(i)②項の規定に基づき、当社が本新株予約権を取得する場合、当該取得に係る

本新株予約権についての行使期間は、当該取得日の前営業日までとします。また、

行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日に

あたるときは、その前営業日を最終日とします。 

 

（g） 本新株予約権の行使条件 
(Ⅰ)特定大量保有者10、(Ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(Ⅲ)特定大量買付者11、

(Ⅳ)特定大量買付者の特別関係者、 もしくは(Ⅴ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)に該当する者

から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受けもしくは承継し

た者、又は(Ⅵ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅴ)に該当する者の関連者12（以下、(Ⅰ)ないし(Ⅵ)

に該当する者を「非適格者」といいます。）は、原則として本新株予約権を行使

することができません。また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり

所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権を行使すること

                                                  
10 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が

２０％以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者

が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が

認めた者その他新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量保有

者に該当しないものとします。本書において同じとします。 
11 「特定大量買付者」とは、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第２７条の

２第１項に定義されます。以下本脚注１１において同じとします。）の買付け等（同法第２７条の２第 1 項

に定義されます。以下本脚注１１において同じとします。）を行う旨の公告を行なった者で、当該買付け等

の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第７条第１項で定める場合を

含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して２０％以上

となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の

株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者

その他新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当

しないものとします。本書において同じとします。 
12 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下

にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者と

して当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定

を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定義されます。）をいいます。 
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ができません（但し、非居住者のうち当該外国の適用法令上適用除外規定が利用

できる等の一定の者は行使することができるほか、非居住者の有する本新株予約

権も、下記(i)項のとおり、当社による当社株式を対価とする取得の対象となりま

す。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての表明保

証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書を提出し

ない者も、本新株予約権を行使することができません。 

 

（h） 本新株予約権の譲渡制限 
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

 

（i） 当社による本新株予約権の取得 
① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取

得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が、

別途定める日において全ての本新株予約権を無償にて取得することができ

るものとします。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日において非適格者以外の者が有する本

新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前営業日までに未行使の

もの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき対象株式数の

当社株式を交付することができます。当社が取得を実施した以降に、非適格

者以外の第三者が譲渡等により非適格者が有していた本新株予約権を有す

るに至った場合には、当該本新株予約権につき、当社はかかる本新株予約権

の取得を行うことができます。 

 

当社は、以上に加え、特別委員会の勧告又は株主総会の決議に基づき、具体

的な本新株予約権の無償割当て決議に際して、相当性の観点から適切と考えら

れる場合には①②以外の本新株予約権の取得に関する事項（非適格者からの本

新株予約権の取得に関する事項など）を定める場合があります。 

 

（j） 合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 
新株予約権無償割当て決議において別途定めます。 

 
（k） 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 
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（５） 本プランへの更新手続 
 

本プランへの更新については、当社定款第１３条の規定に基づき、本定時株主総会

における決議により、本プランに記載した条件に従い本新株予約権の無償割当てに関

する事項を決定する権限を、当社取締役会に委任していただくことにより株主の皆様

のご承認をいただくことを条件とします。 

 

（６） 本プランの有効期間、廃止及び変更 

 

上記（５）「本プランへの更新手続」の株主総会決議による、本プランにおける本

新株予約権の無償割当ての実施に関する事項の決定権限の委任期間（以下「有効期間」

といいます。）は、本定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までとします。 

但し、有効期間の満了前であっても、①当社株主総会において本プランに係る本新

株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての当社取締役会への上記委任を

撤回する旨の決議が行われた場合、又は②当社取締役会により本プランを廃止する旨

の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。 

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、上記（５）「本プラン

への更新手続」の本定時株主総会決議による委任の趣旨に反しない場合（本プランに

関する法令、金融商品取引所規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を

反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切で

ある場合、当社株主に不利益を与えない場合等を含みます。）には、特別委員会の承

認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。 

当社は、本プランの廃止又は変更等がなされた場合には、当該廃止又は変更等の事

実及び（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、必要に応じて情報

開示を速やかに行います。 

 
（７） 法令等による修正 

 
本プランで引用する法令の規定は、平成２３年２月２３日現在施行されている法令

を前提としているものであり、同日以降、法令の新設又は改廃により、上記各項に定

める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設又は改

廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲

内で読み替えることができるものとします。 
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３．株主の皆様等への影響 
 

（１） 本プランへの更新時に株主及び投資家の皆様に与える影響 
 

本プランへの更新時点においては、株主総会決議に基づき、本新株予約権に関する

新株予約権無償割当ての決定権限を取締役会に対して委任していただいているに過

ぎず、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資家の皆様に

直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

（２） 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 
 

当社取締役会又は当社株主総会において、新株予約権無償割当て決議を行った場合

には、新株予約権無償割当て決議において別途定める割当期日における株主の皆様に

対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個の割合で本新株予約権が無償に

て割り当てられます。仮に、株主の皆様が、権利行使期間内に、金銭の払込その他下

記（３）「本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続」(b)にお

いて詳述する本新株予約権の行使に係る手続を経なければ、他の株主の皆様による本

新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化されることになります。但

し、当社は、下記（３）「本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要とな

る手続」(c)に記載する手続により、非適格者以外の株主の皆様から本新株予約権を取

得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続

を取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、本新株予約権の行使及び行使価額相当

の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領することとなり、保有する当社株式１株当

たりの価値の希釈化は生じますが、原則として、保有する当社株式全体の価値の経済

的な希釈化は生じません。 

なお、当社は、割当期日や本新株予約権の無償割当ての効力発生後においても、例

えば、買付者等が買付等を撤回した等の事情により、本新株予約権の行使期間開始日

の前日までに、本新株予約権の無償割当てを中止し、又は当社が本新株予約権者に当

社株式を交付することなく無償にて本新株予約権を取得することがあり、その場合に

は、当社株式１株当たりの株式の価値の希釈化は生じないこととなりますので、当社

株式１株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提として売買を行った投資

家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

 

（３） 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続 
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（a） 本新株予約権無償割当ての手続 
当社取締役会又は当社株主総会において、本新株予約権の無償割当てを実施す

ることを決議した場合には、当社は、本新株予約権の無償割当てに係る割当期日

を公告いたします。割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主に

本新株予約権が無償にて割り当てられます。 

なお、割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、本

新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、

株主の皆様においては、申込の手続等は不要です。 

 

（b） 本新株予約権の行使の手続 
当社は、割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対

し、原則として、本新株予約権の行使請求書（行使に係る本新株予約権の内容及

び数、本新株予約権を行使する日等の必要事項、並びに株主ご自身が非適格者で

ないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定

の書式によるものとします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送

付いたします。本新株予約権の無償割当て後、株主の皆様においては、権利行使

期間内でかつ当社による本新株予約権の取得の効力が発生するまでに、これらの

必要書類を提出した上、本新株予約権１個当たり、１円を下限として当社株式１

株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で新株予約権無償割当て

決議において定める価額を払込取扱場所に払い込むことにより、本新株予約権１

個につき、１株の当社株式が発行されることになります。 

 

（c） 当社による本新株予約権の取得の手続 
当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の

手続に従い、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権を取得

します。また、本新株予約権の取得と引換えに当社株式を株主の皆様に交付する

ときは、速やかにこれを交付いたします。なお、この場合、かかる株主の皆様に

は、別途、ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証条項、補償条項そ

の他の誓約文言を含む当社所定の書式による書面をご提出いただくことがあり

ます。 

なお、特別委員会の勧告に基づく新株予約権無償割当て決議において、非適格

者からの本新株予約権の取得、その他取得に関する事項について定められる場合

には、当社はかかる定めに従った措置を講じることがあります。 

 

上記のほか、本新株予約権の割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法の

詳細につきましては、本新株予約権の無償割当てに関する決議が行われた後、株主の
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皆様に対して情報開示又は通知いたしますので、当該内容をご確認ください。 

 
Ⅳ 上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 
 
１．本プランが基本方針に沿うものであること 
 

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか

否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するた

めに必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために大量買付者と協議・交渉等を

行うことを可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する

ための枠組みであり、基本方針に沿うものです。 
 

２．当該取組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではないこと 
  

当社は、次の理由から、基本方針に照らして不適切な者による支配を防止する取組みは、

当社株主共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的と

するものではないと考えております。 
 

（１） 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 
 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成１７年５月２７日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原

則を完全に充足しています。 

また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成２０年６月３０日に発表した

報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたもの

となっております。 

 
（２） 株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項） 

 

当社は、本定時株主総会において承認可決の決議がなされることを条件として本プ

ランへ更新させていただく予定です。具体的には、上記Ⅲ２.（５）「本プランへの更

新手続」に記載したとおり、当社株主総会おいて定款の定めに基づく本プランに係る

委任決議がなされることにより、本プランへ更新されます。 

また、上記Ⅲ２.（６）「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、

本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において、上記の委任決議を
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撤回する旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されること（いわ

ゆる「サンセット条項」の定め）になり、その意味で、本プランへの更新及び本プラ

ンの廃止は、株主の皆様の意思に基づくこととなっております。 

 

（３） 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 
 

当社は、本プランへの更新にあたり、当社取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆

様のために、本プランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行

う機関として特別委員会を設置します。 

実際に当社に対して買付等がなされた場合には、上記Ⅲ２.（２）「本プランの発動

に係る手続」に記載したとおり、かかる特別委員会が、特別委員会規則に従い、当該

買付等が当社の企業価値ひいては株主の共同利益を毀損するか否かなどの実質的な

判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して会社法上の機関としての決議

を行います。 

このように、特別委員会によって、当社取締役の恣意的行動を厳しく監視するとと

もに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行わ

れる仕組みが確保されています。 

なお、特別委員会は、当社経営陣からの独立性が高い当社社外監査役１名及び社外

の有識者２名で構成いたします（特別委員会の委員選任基準、決議要件、決議事項等

については別紙１ご参照。特別委員会の委員は別紙２ご参照。）。 

 

（４） 合理的な客観的要件の設定 

 

本プランは、上記Ⅲ２.（２）(d)「特別委員会による勧告等の手続」及びⅢ２.（３）

「本新株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、合理的かつ詳細な客観的

要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣

意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

 

（５） 第三者専門家の意見の取得 

 

買付者等が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含

みます。）の助言を受けることができるものとしています。これにより、特別委員会

による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。 
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（６） デッドハンド型やスローハンド型ではないこと 
 

上記Ⅲ２.（６）の「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、本プ

ランは、当社の株券等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役

により、廃止することができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛

策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）

ではありません。さらに、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスロ

ーハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、

その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

 

以 上 



 23

別紙１ 
 

特別委員会規則の概要 

 

 
・特別委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

・特別委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、

(ⅰ)当社社外取締役、（ⅱ）当社社外監査役、又は(ⅲ)社外の有識者の中から、当社取締

役会が選任する。但し、社外の有識者は、実績ある会社経営者、投資銀行業務に精通す

る者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究対象とする研究者、飲食業界

に専門的・学術的知識を有する者又はこれらに準ずる者でなければならず、また、別途

当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者で

なければならない。 

・特別委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議によ

り別段の定めをした場合はこの限りでない。また、当社社外取締役又は当社社外監査役

であった特別委員会委員が、取締役又は監査役でなくなった場合（再任された場合を除

く。）には、特別委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。 

・特別委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その

理由を付して当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この特別委員会の勧告

を最大限尊重して、新株予約権無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関

としての決議を行う。なお、特別委員会の各委員及び当社各取締役は、こうした決定に

あたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを

行うことを要し、専ら自己又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはな

らない。 

① 本新株予約権無償割当ての実施（これについて株主総会に付議することを含む）

もしくは不実施 

② 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得 

③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が特別委員会に諮問

した事項 

・上記に定めるところに加え、特別委員会は、以下の各号に記載される事項を行うことが

できる。 

① 買付等が本プラン発動の対象となるかどうかの判断 

② 買付者等及び当社取締役会が特別委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決

定 

③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討 



 24

④ 買付者等との交渉・協議 

⑤ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 

⑥ 特別委員会検討期間の延長の決定 

⑦ 本プランの修正又は変更の承認 

⑧ 本プランの廃止 

⑨ その他本プランにおいて特別委員会が行うことができると定められた事項 

⑩ 当社取締役会が別途特別委員会が行うことができるものと定めた事項 

・特別委員会は、買付者等に対し、買付説明書及び提出された情報が本必要情報として不

十分であると合理的に判断した場合には、追加的に情報を提出するよう求める。また、

特別委員会は、買付者等から買付説明書及び本必要情報が提出された場合、当社取締役

会に対しても、所定の期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資

料、代替案（もしあれば）その他特別委員会が適宜必要と認める情報等を提示するよう

要求することができる。 

・特別委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から買

付者等の買付等の内容を改善させるために必要があれば、直接又は当社取締役会を通じ

て、買付者等と協議・交渉を行うものとし、また、当社取締役会等の代替案の株主等に

対する提示等を行うものとする。 

・特別委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他特別

委員会が必要と認める者の出席を要求し、特別委員会が求める事項に関する説明を求め

ることができる。  

・特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等がで

きる。 

・各特別委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも特別委員会を招集すること

ができる。 

・特別委員会の決議は、原則として、特別委員会委員全員が出席し、その３分の２以上を

もってこれを行う。但し、委員に事故あるときその他やむを得ない事由があるときは、

特別委員会委員の３分の２以上が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行

うことができる。 

 

以 上 
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別紙２ 
特別委員会委員略歴 

 

本プランへの更新時の特別委員会の委員は、以下の３名を予定しております。 

 
高橋 信敏（たかはし のぶとし） 

【略 歴】 

昭和23年生 

昭和47年 ４月 株式会社日本興業銀行（現㈱みずほコーポレート銀行）入行 

平成10年 ４月 同行横浜支店長 

平成12年 ６月 同行金融法人第一部長 

平成13年 ６月 同行執行役員名古屋支店長 

平成14年 ４月 同行執行役員名古屋営業部長 

平成15年 ６月 日本ポリウレタン工業株式会社常務執行役員 

平成18年 ４月 同社専務執行役員 

平成22年 ３月 当社社外監査役（現任） 

高橋信敏氏は、会社法第2条第16号に規定される社外監査役です。 

 同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

伊藤 尚（いとう ひさし） 

【略 歴】 

昭和33年生 

昭和60年 ４月 弁護士登録（第一東京弁護士会） 

  銀座法律事務所（現阿部・井窪・片山法律事務所）入所（現任） 

平成元年 12月 クニミネ工業株式会社社外監査役（現任） 

平成３年 ４月 最高裁判所司法研修所所付（民事弁護） 

平成15年 ４月 最高裁判所司法研修所教官（民事弁護） 

平成21年 ４月 第一東京弁護士会総合法律研究所倒産法部会長（現任） 

伊藤尚氏と当社の間に特別の利害関係はありません。 
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山田 信一（やまだ しんいち） 

昭和18年生 

昭和44年 ５月 アーサーアンダーセン会計事務所入所 

昭和52年 ３月 公認会計士開業登録 

昭和55年 ５月 等松・青木監査法人(現有限責任監査法人トーマツ）入所 

平成元年 ６月 サンワ･等松青木監査法人(現有限責任監査法人トーマツ）代表社員 

平成18年 ３月 公認会計士山田信一事務所開設 

平成19年 ２月 株式会社ジャステック社外監査役（現任） 

平成19年 ６月 パイオニア株式会社社外監査役（現任） 

山田信一氏と当社の間に特別の利害関係はありません。 

 
以 上 
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別紙３ 

 

当社の大株主の状況 

 
 

平成２２年１２月３１日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。 
 

当社への出資状況 
株   主   名 

持 株 数 出 資 比 率 

キルロイ興産株式会社 3,174 千株   7.78 ％ 

財団法人江頭ホスピタリティ事業振興財団 1,452 3.56 

江頭憲子 1,425 3.49 

株式会社ダスキン 1,400 3.43 

日本生命保険相互会社 1,147 2.81 

コカ・コーラウエスト株式会社 962 2.36 

株式会社西日本シティ銀行 955 2.34 

株式会社福岡銀行 833 2.04 

株式会社伊勢丹 681 1.67 

ハンナン株式会社 632 1.55 

 

（注）１．上記のほか、当社が自己株式 2,237 千株を保有しております。 

２．当社役員及びその２親等以内の関係者の出資比率は約 13%となっておりま

す。 

 
以 上 


